
決算書掲載頁　P123

内
訳

大阪府からの権限移譲事務のうち、「身体障がい者手帳の交付」「精神障がい者福祉手帳の交付」「指定障がい福祉
サービス事業者の指定等」等の事務について、河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千早赤阪村
の３市２町１村で共同で事務を処理することで、円滑に障がい者福祉分野等にかかる業務を推進し、もって効率的、効果
的なまちづくりを推進する。

①　各市町村の事務と広域共同処理が担当している事業者指導、認可等の専門性を生かした業務を整理し、より効率
的、効果的な事務分担について検討を進める。
②　権限移譲事務にかかる交付金等について、大阪府に要望を行うとともに、効率的な業務に向けた事務経費の削減を
進める。
③　より効果的な広域共同処理のあり方について、関係市町村で検討を進める。
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事業： 南河内広域障がい者福祉事業 1457
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なった。より効率的業務に向け事務経費
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大阪府からの権限移譲事務について、各市町村の障がい者福祉部門と連携を図りつつ、広域で共同実施することで、各
市町村の障がい者福祉分野において、障がい者手帳等の正確かつ迅速な交付及び事業者指導や認可に関して、円滑
な事務の推進を行う。
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所管課

大阪府からの権限移譲事務のうち、「身体障がい者手帳の交付」「精神保健福祉手帳の交付」「指定障がい福祉サービ
ス事業者の指定等」等の事務について、河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千早赤阪村の３市２
町１村で共同で事務を処理することで、円滑に障がい者福祉分野等にかかる業務を推進し、もって効率的、効果的なま
ちづくりを推進する。
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①　各市町村の事務と広域共同処理が担当している事業者指導、認可等の専門性を生かした業務を整理し、より効率
的、効果的な事務分担について検討を進める。
②　権限移譲事務にかかる交付金等について、大阪府に要望を行うとともに、効率的な業務に向けた事務経費の削減を
進める。
③　より効果的な広域共同処理のあり方について、関係市町村で検討を進める
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大阪府からの権限委譲事務である「身体障がい者手帳の交付」「精神保健福祉手帳の交付」「指定障がい福祉サービス
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事業：南河内広域障がい者福祉事業                                

１．南河内広域行政共同処理事業 

大阪府からの権限移譲事務のうち、「身体障がい者手帳の交付」「精神保健福祉手帳の交付」「指定障がい福祉サー

ビス事業者の指定等」等の事務について、河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千早赤阪村の

３市２町１村で共同で事務を処理するために負担割合に基づく市の負担金を支出し、共同処理する事務を円滑に処

理した。 

 

 

 

 

細事業：南河内広域障がい者福祉事業                             

１．南河内広域行政共同処理事業 

大阪府からの権限移譲事務のうち、「身体障がい者手帳の交付」「精神保健福祉手帳の交付」「指定障がい福 

祉サービス事業者の指定等」等の事務について、河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千早 

赤阪村の３市２町１村で共同で事務を処理するために負担割合に基づく市の負担金を支出した。 

        負担金        7,815,000 円  

 (1) 身体障がい者手帳交付事務件数     1,008 件 

 (2) 精神保健福祉手帳交付事務件数      448 件 

(3) 指定障がい福祉サービス事業者の指定等事務件数 

               新規指定等    123 件 

               実地指導等     12 件 

 


